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茨木市内での創業をサポートします
産業競争力強化法に基づく創業支援について

Ｑ．産業競争力強化法に基づく創業支援って何？

Ａ．産業競争力強化法とは、平成26年1月20日に施行され、地域の創業を促進する施策
として、市区町村による民間活力を活かした創業支援の取り組みを応援し、産業の新陳代
謝を図ることを目的とした法律です。
本市においても、民間の創業支援等事業者（茨木商工会議所・株式会社日本政策金融公

庫吹田支店・北おおさか信用金庫・株式会社きたしん総合研究所）と連携して、同法に基
づく「創業支援等事業計画」の認定を受け、市内における創業をサポートしております。

Ｑ．『特定創業支援等事業』って、どんなもの？

Ａ．「創業支援等事業計画」に定める支援のうち、「経営（経営戦略・計画）」・
「財務（経理・税務・資金計画）」・「人材育成（労務管理）」・「販路開拓（マー
ケティング）」の４分野の知識が身につく指導のことを言います。指導は専門家によ
る個別指導・セミナーによる集団指導の２タイプがあり、市・民間の創業支援等事業
者が連携して行います。（セミナーは開催時期が決まっておりますので、事前にご確
認ください。）
４分野の受講が終了すれば、「特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明

書」の発行を市へ申請できます。証明書を取得すると、法人化する際・融資を受ける
際などに優遇措置を受けることができます。（※詳しい内容は次ページ参照）

Ｑ．特定創業支援等事業は、どこで申込できるの？

Ａ．市・各創業支援等事業者（茨木商工会議所・株式会社日本政策金融公庫吹田支店・北
おおさか信用金庫の市内各店舗・株式会社きたしん総合研究所）のどこでも受講申込が可
能です。複数の機関で特定創業支援等事業を受ける場合は、それぞれの機関に申込が必要
です。（※各創業支援等事業者の指導可能項目については、本紙３ページ目の「各創業支
援機関における支援可能項目一覧表」をご覧ください。）

茨木市では、産業競争力強化法に基づく創業支援を行っております！
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【注意】上記の証明書の対象となるのは、下の①②いずれかに該当する方です。
① これから市内で創業する方
② 創業してから５年未満の方（個人・法人）
※創業してから５年未満の方は開業届または法人設立届出書の提出が必要です。

各創業支援機関の詳細・アクセス

①茨木市 産業環境部商工労政課

所在地 茨木市駅前三丁目８番１３号
市役所本館７階

TEL ０７２－６２０－１６２０
FAX ０７２－６２７－０２８９

②茨木商工会議所

所在地 茨木市岩倉町２番１５０号立命館いばらき
フューチャープラザ（Ｂ棟）１Ｆ

TEL ０７２－６２２－６６３１
FAX ０７２－６２２－６６３２

③株式会社日本政策金融公庫吹田支店

所在地 吹田市朝日町２７番１４号
TEL ０６－６３１９－２０６２
FAX ０６－６３１９－４３１２

④北おおさか信用金庫 本店営業部

所在地 茨木市西駅前町９番３２号
TEL ０７２－６２５－１２２１
FAX ０７２－６２５－９２２５

⑤株式会社きたしん総合研究所

所在地 豊中市岡町１番１号
きたしん豊中ビル５階
TEL ０６－６１５１－２７５０
FAX ０６－６１５１－２６７０

ＪＲ茨木駅

阪急茨木市駅

ＪＲ茨木駅
茨木

市役所

北おおさか
信用金庫

きたしん総合研究所



≪令和7年2月現在≫

【個別指導】

※吹田支店での融資申込に向けた事業計画作成の中で指導を行います。

【集団指導】実施時期は年度によって異なりますので、各機関にお問い合わせください。
★ 創業スクール（茨木商工会議所）　…　①経営、②財務、③人材育成、④販路開拓
★ 経営者大学（きたしん総合研究所）　…　①経営、②財務、③人材育成、④販路開拓
★ 女性向けステップアップセミナー（茨木市）　…　①経営、②財務、③人材育成、④販路開拓
★ 茨木で夢をかなえる！創業セミナー（茨木市）　…　①経営もしくは財務
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茨木市

　　　　　　　　　支援可能項目
支援機関

①経営 ②財務

株式会社　日本政策金融公庫
吹田支店（※）

③人材育成 ④販路開拓

茨木商工会議所

北おおさか信用金庫

○

○ ○ ○

○ ○

○

○ ○ ○ ○

Ａ．特定創業支援等事業の４分野全てを受けた方で、これから創業する方または創業後５年未満の方は、
「特定創業支援等事業により支援を受けたことの証明書」の交付を受けることができ、以下のような優遇
を受けることができます。

1.法人を設立する際、登記にかかる登録免許税が軽減されます。
(株式会社・合同会社：資本金の0.7% → 0.35%)
※会社設立後の者が組織変更を行う場合は、登録免許税の軽減を受けることができません。
※茨木市の証明書をもって他の市区町村で創業又は会社を設立する場合は、対象となりません。
※会社法上の発起人かつ会社の代表者となり会社を設立しようとする個人が証明を受ける必要があり
ます。

2.創業2か月前から対象となる創業関連保証の特例について、事業開始6か月前から利用の対象になり
ます。
※茨木市の証明書をもって他の市区町村で創業する場合も、対象となります。
３.日本政策金融公庫新規開業資金の貸付利率の引き下げの対象として、同資金を利用することが
可能です。
４.証明書の交付を受けた後、大阪府の開業・スタートアップ応援資金（600万円超 ※）、株式会社日本
政策金融公庫の各融資制度、北おおさか信用金庫の各融資制度の実行を受けた方に対し、支払った利子
のうち貸付金利の1％相当分額を3年間市が補助します。（上限額10万円/年）
※600万円以下の場合は、市の信用保証料補助制度がございます。
5.法人設立に要する費用（設立登記にかかる登録免許税、定款認証手数料、司法書士等への報酬）の
一部を市が補助します。
※登記後３か月以内に申請が必要です。
※この他にも申請要件がございます。詳細は、市商工労政課へお問い合わせください。

Ｑ．特定創業支援等事業を受けるとどんなメリットがあるの？

連携イメージ

創業支援フローチャート

「創業したいけど、どこに行って何から始
めればいいのかわからない・・・。」とお
悩みの方は、ワンストップ窓口である茨木
市商工労政課の窓口までお越しください。
創業実現までの手続きや、産業競争力強化
法に基づく創業支援をはじめとした、各種
支援施策についてご案内いたします。

①窓口相談

特定創業支援等事業の受講を希望する方
については、上記支援可能項目一覧表を参
考に、各支援機関で「経営」・「財務」・
「人材育成」・「販路開拓」の知識につい
て、各１回ずつ合計4回の指導を受けてい
ただきます。（指導は予約制）
※受講可能な指導は、１週間につき１分

野までです。

②特定創業支援等事業の受講

４分野全ての受講後、茨木市商工労政課
の窓口で、「特定創業支援等事業による支
援を受けたことの証明書」の申請をしてい
ただきます.。申請から証明書のお渡しまで
は、２～３日程度かかります。また、創業
してから５年未満の方は、開業届または法
人設立届出書の提出が必要です。

③「特定創業支援等事業により支援を受け
たことの証明書」の交付申請

証明書取得後、各種優遇を受けることが
できます。（優遇一覧については、前ペー
ジ参照）

④証明書取得

各創業支援機関における支援可能項目一覧表

＜全体像＞

創業希望者、創業後５年未満の方

１ 個別指導

２ 事業計画書策定の支援

３ 融資相談

日本政策金融公庫

吹田支店

きたしん総合研究所

１ 個別指導
２ 事業計画書策定の支援

３ 経営セミナー

４ 販路開拓支援

１ 個別指導

２ 事業計画書策定の支援

３ 創業セミナー

茨木商工会議所 北おおさか信用金庫

1 個別指導

２ 事業計画書策定の支援

３ 融資相談

証
明
書
の
交
付

連
携
支
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１ ワンストップ相談窓口の設置

２ 個別指導

３ 制度融資のあっせん・取次ぎ

４ 特定創業支援等事業の証明書発行

茨木市

連携・補完 情報の共有


